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⑴ 急勾配の採用に係る検討結果（車両の登坂能力やブレーキの安全性） 

 

 

 

  ア 登坂能力 

検討ケース 検討内容 

車両故障時 

故障停止した車両（満車）に救援車を連結して、６．４％を超える急勾配を

登坂することは困難な状況であり、運行面や車両性能の向上での対応可能性

について検討を行う。 

    【検討結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ ブレーキの安全性 

検討ケース 検討内容 

回生ブレーキ 

失効時 (注１) 

回生ブレーキが失効すると機械ブレーキのみで速度制御を行うことにな

り、ブレーキパッドの温度が許容温度を超える。このため、運行面や車両

性能の向上での対応可能性について検討を行う。 

    【検討結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ウ 建設コストの節約 

検討内容 

 

急勾配を採用し高架橋の柱を低く抑えることなどによる建設コストの節約効果を試算する。 

 

  【試算結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注１ 回生ブレーキ失効： 早朝・深夜など回生ブレーキにより生じた電力を消費する列車がない場合などに、回生ブレ

ーキのブレーキ力が低下又は失われる現象のこと。 

注２ 変電所： アストラムラインは、その沿線に２か所の変電所と４か所のき電変電所（１か所は変電所内）を設置し、

２２ＫＶの高圧交流を７５０Ｖまで降圧し直流に変換して車両等へ電力を供給している。なお、回生ブレーキで発

生した電力を有効活用するため、４つのき電変電所には、回生インバータを設置し施設等の電力に使用しているが、

現在の回生インバータ容量では、完全に回生ブレーキ失効を防ぐことはできない。 

<前提条件> 

・ ８％勾配と国内における新交通システムの最急勾配である５．９％とを比較する。 

・ Ｐ３の最急勾配の最大延長を参考にして、８％勾配（Ｌ＝１，０００ｍ）とし、橋脚高さは、

地盤面から１０ｍを想定する。 

<試算結果（例１）>              <試算結果（例２）> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※建設コストの節約効果の例をイメージとして示したものであり、地形条件により節約効果は変動する。 

 

８％勾配の採用により、高架橋の柱を低く抑える

ことができた例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アストラムラインの延伸計画の検討状況について 

１ コスト節約の観点からの検討結果 

<運 行 面 の 対 応 > 下り勾配方向への退行運転等を行う ⇒ ＯＫ（救援可能） 

・ 退行運転（バック）により下り勾配方向へ退避するなど最寄駅で乗客を降ろして、

空車状態にする。（空車状態であれば、救援車を連結して８％の勾配を登坂可能。） 

 救援車を全軸駆動化する ⇒ ＯＫ（救援可能） 

・ 駆動軸数を８軸から１２軸に増やすことにより起動力を向上する。 

[車両コスト] 約８千万円アップ／１編成 

 

 

 

 

 

前回（９月５日）の特別委員会で報告した急勾配採用に関する検討状況において、引き続き検討を行うとしていた「車両故障時の登坂能力」、「回生ブレーキ失効時のブレーキの安全性」について、検討結果

を報告する。 

コスト増がほとんどない退行運転による対応を基本 

<運 行 面 の 対 応 > 走行速度の制限を行う ⇒ ＮＧ（走行困難） 

・ 速度制限を行っても、ブレーキパッドの温度が許容温度を超える。 

<設 備 面 の 対 応 >  

・ 変電所 (注２)に設置する「回生インバータ」と呼ばれる回生電力を消費する装置の

容量を向上させるとともに、予備の回生インバータやいくつかの駅に回生電力を

蓄電する蓄電装置を設置することにより、回生ブレーキ失効を完全に防止（機械

ブレーキのみで速度制御を行うことを完全に防止）。 

[設備コスト] 回生インバータ  約１億円アップ／１変電所 

蓄電装置     約１億円アップ／１か所 

若干のコスト増はあるが、設備の設置により対応 

駆動軸を追加 

（凡例） 

駆 動 軸 

 無駆動軸 

８％勾配の採用により、トンネルから高架橋（地

下駅から地上駅へ）へ変更できた例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５.９％ ８.０％ 

駆動軸を追加 

５.９％ ８.０％ 約２０％節約 約１５％節約 

急勾配の採用により、例として約１５～２０％の建設コストを節約 
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⑵ 単線構造の採用に係る検討結果 

 

 

 

ア 輸送力 

検討内容 

上下線の行き違いによって運行に制約を受けることから、輸送力が確保できるかどうかについ

て確認を行う。 

    【確認結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ 建設コストの節約 

検討内容 

構造物の規模縮小により、どの程度、建設コストが節約できるか試算を行う。 

 

    【試算結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

前回（９月５日）の特別委員会で報告した単線構造に関する検討状況において、引き続き検討を行うとしていた単線構造の採用可能性について、重要な判断材料である輸送力の確保の検討結果を報告する。 

<前提条件> 

・ 高架構造物等のアストラムライン本体のみを対象とする。（道路整備費等は含まない。） 

・ 単線構造については、将来の複線化は想定しない構造とする。 

 

<試算結果> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※節約の割合は、構造物の幅や体積などからの試算値。 

 

一般部（複線構造） 一般部（単線構造） 

上部工（桁・橋面） ４０％節約 

下部工（橋脚・杭等） １５％節約 

 

 W=7.5m  W=4.3m 

駅部（行き違い施設有り） 駅部（行き違い施設無し） 

 W=約 13m  W=約 9m 

上部工（桁・橋面） ３０％節約 

下部工（橋脚・杭等） １５％節約 

 

トンネル部（複線構造） トンネル部（単線構造） 

 W=約 9m 

掘削工 ６０％節約 

本体工 ４０％節約 

 

約２０％節約 

約２５％節約
２５％節約 

約５０％節約

断面積：約２５㎡ 断面積：約６０㎡ 

<前提条件> 

・ ピーク時において、一方向を優先して運行する。 

・ 走行速度は、急勾配や平面線形などの路線条件等を踏まえ厳しめに設定した。 

・ １編成当たりの乗客数は、２８６人（定員）×１５０％（乗車率）＝４２９人とする。 

 

<検討結果> 

ルート 
ピーク時の 

最短運行間隔 
ピーク時の輸送力 

（H42 予測） 
可 否 

西広島ルート 
１０分間隔 

（６本/時） 

４２９人×６本 

＝約２，５７４人／時 

約１，１２０人／時 

～ 

約１，１４０人／時 

ＯＫ 

新井口ルート 
１２分間隔 

（５本/時） 

４２９人×５本 

＝約２，１４５人／時 

約  ９２０人／時 

～ 

約  ９５０人／時 

ＯＫ 

五日市ルート 
１０分間隔 

（６本/時） 

４２９人×６本 

＝約２，５７４人／時 

約  ６９０人／時 

～ 

約  ８５０人／時 

ＯＫ 

 

 ※ピーク時の最大利用者数に幅があるのは、各方面とも複数のルート案を想定しているため。 

 ※優先して運行しない方向については、行き違い待ち時間が増加する。 

 

厳しめの条件で設定した運行本数においても、各方面ルートとも必要な輸送力を確保可能 

 W=約 5m 

構造物の規模縮小により約２０～５０％の建設コストを節約 
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区 分 西広島ルート 新井口ルート 五日市ルート 

⑴ルートの概要 

 

 

 

 

※各方面とも複数ルート案設定 

   

 
接続駅（Ｈ２３乗車人員） 

ＪＲ西広島駅（９，１１４人／日） 

広電西広島駅（６，６００人／日） 

Ｊ Ｒ 新 井 口 駅（７，６３４人／日） 

広電商工センター入口駅（１，３１６人／日） 

ＪＲ五日市駅（１２，７５７人／日） 

広電五日市駅（１，３６１人／日） 

路 線 延 長 ７ｋｍ ９～１０ｋｍ １０～１１ｋｍ 

構 造 単線 
高  架：５～６ｋｍ  

トンネル：１～２ｋｍ 
単線 

高  架：８ｋｍ  

トンネル：１～２ｋｍ 
単線高架：１０～１１ｋｍ 

最 急 勾 配 （ 最 大 延 長 ） ８％（Ｌ＝約８７０ｍ） ８％（Ｌ＝約１，８１０ｍ） ８％（Ｌ＝約８００ｍ） 

⑵事業費（Ｈ２４価格） 

※[Ｈ２４時点修正価格（Ｈ１１計画

の事業費）] 

５００億円～５７０億円 ［６４０億円（700 億円）］ 

用地買収面積： 36,000～70,000 ㎡ 

補償物件数 ： 140～260 件 
 

５９０億円～７１５億円 ［１，１７０億円（1,200 億円）］ 

用地買収面積： 21,000～23,000 ㎡ 

補償物件数 ： 60～80 件 
 

６１０億円～７１５億円 ［９６０億円（1,000 億円）］ 

用地買収面積： 20,000～27,000 ㎡ 

補償物件数 ： 90～130 件 
 

【最大コスト節約額】 

急勾配の採用 ▲約 ３０億円（設備コストの増額含む） 

単線構造の採用 ▲約 ８５億円（道路整備費は含まない） 
 

【最大コスト節約額】 

急勾配の採用 ▲約 ４０億円（設備コストの増額含む） 

単線構造の採用 ▲約１２０億円（道路整備費は含まない） 
 

【最大コスト節約額】 

急勾配の採用 ▲約 １０億円（設備コストの増額含む） 

単線構造の採用 ▲約 ９５億円（道路整備費は含まない） 
 

⑶将来利用者数（Ｈ４２予測） 

※[ ]内はＨ１１計画のルートにお

ける利用者数（Ｈ４２予測） 

約１．５万人／日 ［約１．２万人／日］ 

 

【利用者の流動特性（西広島駅利用者の地区別内訳）】 

西風新都⇔西広島駅 ７７％ 

己斐地区⇔西広島駅 １３％ 

その他⇔西広島駅  １０％ 

約１．２万人／日 ［約１．１万人／日］ 

 

【利用者の流動特性（新井口駅利用者の地区別内訳）】 

西風新都⇔新井口駅 １３％ 

美鈴が丘等⇔新井口駅 ５３％ 

その他⇔新井口駅 ３４％ 

約１．１～約１．３万人／日 ［約１．０万人／日］ 

 

【利用者の流動特性（五日市駅利用者の地区別内訳）】 

西風新都⇔五日市駅 ２５％ 

八幡東・五日市地区等⇔五日市駅 ５８％ 

その他⇔五日市駅 １７％ 

２ 延伸方面別のルート概要・比較評価 

延伸ルート 

<前提条件> 

・ 前記１「コスト節約の観点からの検討結果」を踏まえ、最急勾配は８％、構造は単線とし、各方面とも利用者増が見込める既存団地や開発中の団地を通るルートなど複数のルート案を想定し、比較を行

った。（このため、路線延長や事業費等の数値が幅のあるものとなっている。また、具体的なルートや駅位置については、ルート沿線の住民など関係者へ与える影響を考慮して、現段階では示していな

い。） 
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区 分 西広島ルート 新井口ルート 五日市ルート 

⑷事業成立性（採算成立(注３)の

ための市等の支援額） 

※インフラ外部
(注４)

の初期投資につ

いては、政策的に市等が全額補助す

ることを前提とする。（現行区間の

長楽寺駅から広域公園前駅までの

事業スキームと同じ考え方） 

 

 

■採算成立させるために必要なインフラ外部の設備更新費

に対する市等の支援（３０年間） 

 

更新費の２／３程度の補助が必要 

（補助額：約６０億円～約７５億円） 

 

 

 

■採算成立させるために必要なインフラ外部の設備更新費

に対する市等の支援（３０年間） 

 

更新費の全額を補助しても累積損益は赤字 

補助額：約１４０億円～約１５０億円 

赤字額：約 ２１億円～約 ３１億円 

 

 

 

■採算成立させるために必要なインフラ外部の設備更新費

に対する市等の支援（３０年間） 

 

更新費の全額を補助しても累積損益は赤字 

補助額：約１２０億円～約１４０億円 

赤字額：約 ２２億円～約 ７９億円 

 

 

⑸都心との連絡性 

 沿線団地等から都心への所

要時間における既存交通と

の比較 

 

※乗換時間を３分として算定。 

（     が乗換駅） 

※アストラムライン延伸は、表定速度

を３０ｋｍ／ｈとして算定。 

※バス及び路面電車の便数は、朝ピー

ク時（７時台～８時台）のみを記載。 

※バスの所要時間は、時刻表による。 

※都心方向に最も利用者が見込まれ

る地区を起点とした。 

  

 

 

⑹まちづくりへの貢献  都心や広島の陸の玄関口である広島駅と西風新都を最短

で結び、西風新都の開発促進に大きく寄与する。 

 地域拠点である西広島駅周辺地区の開発促進に寄与する。 

 開発中の団地のポテンシャルの向上や、ルート沿線の開発

促進に貢献する。 

 高齢化が進んだ既存団地の生活交通を確保することによ

り、高齢者の交通手段が確保できる。 

 道路が狭あいな己斐地区において、軸となる己斐中央線が

整備されることにより、歩行者の安全性及び災害時の避難

路の確保や、交通の円滑な処理が可能となる。 

 

 広域拠点である井口・商工センター地区と西風新都を連絡

し、両地区の機能を高めることができる。 

 開発中の団地のポテンシャルの向上や、ルート沿線の開発

促進に貢献する。 

 高齢化が進んだ既存団地の生活交通を確保することによ

り、高齢者の交通手段が確保できる。 

 

 地域拠点である五日市地区と西風新都を連絡し、両地区の

機能を高めることができる。 

 開発中の団地のポテンシャルの向上や、ルート沿線の開発

促進に貢献する。 

 高齢化が進んだ既存団地の生活交通を確保することによ

り、高齢者の交通手段が確保できる。 

 

 

 

注３ 採 算 成 立： 特許基準年（開業後３０年）に累積黒字が確保される見通しのもの。 

注４ インフラ外部： 停留場（内装、駅務機器）、車両費、通信線路費、電力線路費、変電所費など、運営主体の軌道事業収支の中で建設・運営するもの。 

 

 


